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1. プロジェクト概要

　2018 年 6 月 15 日に閣議決定された「第３期教育
振興基本計画」では、2030 年以降の社会の変化を見
据えた日本の教育政策の在り方を示しています。人
生 100 年時代を迎える中で超スマート社会（Society 
5.0）に向かって人工知能（AI）やビッグデータの活
用などの技術革新が急速に進んでいるという状況に日
本社会は現在あります。このような社会の大転換を乗
り越えて、豊かな人生を生き抜くために必要な力を身
に付け、活躍できるようになる上で、教育の役割は大
きいのです。こうした中で、これまでとは異なった教
育のあり方が必要とされています。そのための取り組
みが、国、地方、学校、各教員といったさまざまなレ
ベルで行われてきています。そのような取り組みの中
で、どのような取り組みが効果的なのかを客観的な根
拠として示して、それを新たな政策に組み込んでいく
ことが必要です。
　実際、「第３期教育振興
基本計画」では、客観的な
根拠を重視した教育政策を
推進することが明記されて
います。ところが、実際の
教 育 現 場 で は、 デ ー タ は
あるのですが、教育の効果
を測定できるような形に整
理されていないことが多い
のです。また、教育の効果
を計測するには、短期的な
効果だけではなく長期的な
効果を測ることが重要です。
しかし、日本ではそのよう
なデータはなかなか存在し
ません。研究者自らが調査
をしたり、既存の情報をう

まく組み合わせて分析したりする必要があります。
　そこで、本プロジェクトでは、教育の効果を測定す
るために、いくつかのアプローチで分析を進めていま
す。第一に、自治体と協力して教育に関わるデータを
整理して、学校教育の効果を計測するものです。具体
的には、尼崎市と奈良市と協力して、データ収集と分
析を進めています。第二に、過去に受けた教育の特性
と現在の状況についてアンケート調査し、教育の取り
組みが、どのような長期的影響を与えているのかを明
らかにしています。

２. 2018年の取り組みと成果

（1） 尼崎市との共同研究プロジェクト
　本 SSI プロジェクトでは、尼崎市「学びと育ち研究所」
と共同で、尼崎市の義務教育に関わるさまざまなデー
タを匿名化し、尼崎市が行ってきた教育政策の効果検

証を進めています。尼崎市が行ってきた「学力・生活
実態調査」をさまざまな利用可能な行政データとマッ
チさせることを行ってきました。この結果、同一生徒
の学力の追跡が可能になり、幼少期の状況や変化しな
い生徒の環境を考慮した上で、クラスサイズや尼崎市
の教育の取り組みを評価できるようになりました。
　例えば、尼崎市は平成 16（2004）年に「尼崎計算
教育特区」に指定され、小学校の教育課程に新たに「計
算科」を位置付け、ソロバンによる教育を実施してき
ましたが、小学校によってソロバンの授業の開始年度
が異なっていたため、ソロバン授業の実施が生徒の成
績に与える影響を分析することが可能です。本プロジ
ェクトでは、この計算科でのソロバン教育が、尼崎市
の子供たちの学力にどのような影響を与えたかを検証
しています。

（2）奈良市との共同研究プロジェクト
　奈良市では、2016 年から算数の単元テストの結果
を情報通信技術（ICT）を活用して分析処理し、児童
一人一人の理解度や苦手分野に合わせた練習問題を提
供することで、学習意欲の向上と学力の定着につなげ
ることを目的とした「学びなら」というシステムの導
入を進めてきました。この取り組みによって、奈良市
の小学校の生徒の学力にどのような効果があったかを
分析することを進めています。

（3）グループ学習の長期的効果
　日本の伝統的な授業スタイルは、教師が生徒に向か
って一方的に講義をするというものです。最近は、グ
ループ学習のように生徒側の積極的参加を求める授業
が注目を集めています。中央大学の窪田康平氏、神戸
大学の伊藤高弘氏とともに大竹は、独自のアンケート

調査をもとに、グループ学習経験の長期的効果
を計測しました。グループ学習の実施率は、地
域的にも時代的にも大きな変化があるため、そ
の変化を用いて、効果を計測することができ
ます。その結果、グループ学習の経験者は、成
人になってからも利他性や互恵性が高く、将来
の人間関係の満足度が高い一方で、所得は低く、
所得や資産という経済的な面での満足度も低く
なっているため、全般的な幸福度には影響を与
えていないことを示しました。

3. プロジェクトの今後

　尼崎市や奈良市の教育成果の測定プロジェク
トは、今後さらにデータの整備が進むので、そ
れらのデータを活用して、分析を進めていきま
す。特に、尼崎市では、2018 年度から小学校・
中学校の生徒を毎年追跡可能な形での学力テス
トを開始したため、より詳細な学力データが得
られるようになりました。自治体と協力して分
析を進めていくことのメリットは、学校だけで
はなく、さまざまな行政データと組み合わせた
分析が可能なことです。このような行政データ
を用いた研究に加えて、大学入試科目の差がそ
の後の企業での昇進に与えた影響についても研
究を進めていきます。 
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